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松 端 克 文
は じ め に
1990年6月のいわゆる 「福祉関係八法」の改正 は今後 の我が国の社会福祉
の方向性 を示すもの として注目されている。例えば改正後の社会福祉事業法第
3条の基本理念では 「地域 において必要な福祉サー ビスを総合的に提供される
ように」 との表現があ り,2項 においては 「医療,保 健 その他関連施策との有
機的な連携」や 厂地域住民等の理解 と協力」が謳われているように,明 らかに
地域福祉型社会福祉への転換が図られている。
本論で はこうした状況 をふ まえて,こ れ までの社会福祉施設が地域福祉的な
展開をしてい く場合の基本的な課題 を整理 してみることにする。
1.社 会福祉施設体系の生成 ・発展
我が国における社会福祉,と りわけ社会福祉施設体系は,戦後GHQの 提示
した無差別平等の原則,公 共責任(公 私分離)の 原則,最 低生活費保障(救 済
費非制限)の 原則の3原 則(も しくは公私分離の原則を分けて4原則)を 基底
にして1),旧生活保護法から新生活保護法,児童福祉法,身 体障害者福祉法,
そして社会福祉事業法が制定 され,そ のなかに措置(委 託)制 度や社会福祉法
人制度等が法定されて,そ の基礎的枠組みが形成 された2)。
特 に社会福祉施設 との関連で注目すべ きは,公共責任(公 私分離)の 原則 に
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基 づ く展開であって,そ れが今 日の措置制度や国 と地方の費用負担の割合を決
めることになったのである。 この原則は社会福祉における国 ・中央政府 を中心
とした公共責任 を強調し,ま ず生活保護法では生活困窮者の保護の最終的な責
任の所在が国にあることを明記 し,地方公共団体の長を実施機関 とするいわゆ
る 「機関委任事務」の形態が取 り入れ られ,国 と地方公共団体 との費用分担割
合 も8対2と された3)0そして このような生活保護法の行政構造は児童福祉法,
身体障害者福祉法 にもそのまま踏襲 されることになったのである。 また同時に
生活保護法が居宅保護 を原則 としなが らも例外的に施設保護の方法 を認めたこ
とから,行 政機関が公的責任に基づき公立施設及び入所を委託 した民間施設に
「福祉の措置(施 設入所措置)」4)を行 うとい う福祉立法の基礎的構造が始まり,
上記の2つ の福祉立法は 厂福祉の措置」の中心 に施設保護を据 えて,金銭給付
(生活保護)か ら独立 した立法 として成立 したものなのである。
そしてこの時期以降施設体系は保護施設,児 童福祉施設,身 体障害者更生援
護施設を中心に構成 されて くるのだが,例 えば高齢者に対する生活援護サービ
ズが生活保護法の養老事業で賄われていたことなど,社会福祉 は 厂法律上 は別
法の形をとるけれ ども,生活保護法の施設保護 と基本的に共通する仕組みを与
えられて きた」のであって,「戦後処理 のなかで緊急の課題 とされていた貧困
対策 と密接 に関連」して展開してきたといえる5)。後に述べるが,こ の点に今
日地域福祉及び 厂施設の社会化」の必要性が とりざたされる要因の一つがある
といえる。
さらにこの原則(特 に公私分離の原則 の側面)と 施設体系 との関連で重要な




所については,施設入所の措置を民間施設 に委託する,つ まり政府 と民間施設
との対等な契約関係に基づいて正当な対価 を支払うことにより,政府が民間施
設サービスを購入するという解釈(こ のことは公的責任の転嫁には該当 しない
という解釈)か ら,ま た公費助成 については民間施設の運営形態を社会福祉法
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成 され,高 度経済成長期 を通 じて現在の福祉六法体制が確立する。 しかしこの
ことは全 く新 しい福祉事業 を創設 したというよりも,む しろそれまでの福祉三
法 のもとでの事業を対象別 に細分化して立法化 したもの といえ,社会福祉施設
体系の専門分化を一層推 し進めることになったのである。
また1970年に策定,翌 年を初年度 とす る 「社会福祉施設緊急整備5力 年計
画」の前後10年あたりを中心に施設の量的な整備が顕著に図られたのである。
そして今 日において もなお施設数 は全体 としては増大傾向にある。(精神薄弱
者,身 体障害者,老 人関連 の施設 は顕著に増加 してお り,児童施設等は停滞 も
しくは減少傾向にある。)
現行の施設体系は大 きくは9部 門(生 活保護,老 人福祉,身 体障害者福祉,
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今日的 な意味での地域福祉の概念が登場 して くるのは1960年代末から70年
代中頃にかけてである。それ以前 にも社会福祉協議会の地域組織化活動や社会
福祉の方法論 としてのコミュニティ ・オーガニゼーションの理論,ま た老人や
身体障害者の家庭奉仕員事業等の在宅福祉サービスが漸次的に導入 されるなど
地域福祉的な展開はみ られた。 しかし1970年代,特 に73年のオイルショック
以降に在宅福祉やコミュニティ ・ケアの考 え方 も含めて強調 されるようになっ
てきた 「地域福祉」 という概念 は,それ までの社協の活動や方法 ・技術論の領
域だけでな く,「社会福祉の基本原理や主体,対 象,方 法などの全体的領域を
巻 き込んだ社会福祉の新 しい指導理念 として展開されて くる」8)のである。
このような地域福祉の概念が登場 して くる背景には,大 きくは2つの側面が
あると考 えられる。それは今 日の社会福祉改革全体の背景 ともいえるものであ
る。ひ とつは,オ イルショック以降の低経済成長下で一層強調されるようにな
って きた財政効率化の観点から社会保障 ・社会福祉関係費の抑制 ・削減を合理
化する概念 として登場 してきたという側面 をあげることができる。特に社会福
祉施設へ の措置費の国庫負担率を抑制する反面,地 域 ・在宅福祉活動が強調 さ
れるようになって きたのである9)。その意味では地域福祉が社会福祉の安上が




の基本的枠組みでは,高度経済成長 を経て社会 ・経済構造が変貌 して きた今 日
の社会状況に充分に対応しきれないというような問題を生 じさせてきてお り,
従来の社会福祉のあ り方を反省 ・批判する動 きe新 たな社会福祉のあ り方を求
める動 きのなかから登場してきたという側面である。
すなわち高度経済成長に伴って生 じて きた産業化 ・都市化 に伴 う公害 ・環境
問題や過疎 ・過密問題等の生活環境破壊の深刻化や伝統的な地域社会の崩壊現
象 といった地域を基盤 とした社会問題が顕在化 して きた。同時に核家族化の進
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行 により家族や親族の紐帯が弱体化し,か つてはその網の目のなかで扶養 され
て きた老人や障害者の問題,例 えば独居老人や寝たきり老人の介護問題 ,在宅
障害者の自立 ・介助 をめ ぐる問題等が量的に増大 し,施設収容保護を中心 とし
たそれまでの社会福祉の枠組みでは対応 しきれない という状況が生 じてきた。
また人権意識の高揚(1971年の 厂精神薄弱者の権利宣言」,1975年の 厂障害者
の権利宣言」等)と も重 なって地域社会を基盤 とした社会福祉の援助 ・支援の
あ り方が模索されはじめる等,援 助内容 ・形態の質的な面からも問いなおしが
生 じてきたのである。
さらにこうした地域社会問題に取 り組む各種住民運動の抬頭等によって,改
めて 「抵抗,連 帯,生 活防衛,住 民 自治の場 としてのコミュニティ形成」の大
切 さが認識されはじめてきたのである。特にこの住民運動に関しては,戦後我
が国において労働運動の民主的な成長がなされてこなかったこととは対照的に,
それは地域 ・生活の場での諸矛盾への抵抗の姿勢をみせ,革 新 自治体が相次い
で実現するなど,その高揚が60年代か ら70年代にかけて社会福祉の前進に影
響 したといえる。 こうした状況が相互に関連 しあって地域福祉の必要性を生 じ
させてきたといえる。
当時の施策 としては1964年の老人福祉法の制定1年 前 に老人家庭奉仕員事
業が創設,67年には身体障害者家庭奉仕員事業及び身体障害者相談員事業,
69年には身体 障害児家庭奉仕員事業,老 人介護人派遣事業が創設 されるな ど
在宅福祉サービスが萌芽的に展開 しはじめた時期である。そ してコミュニテ
ィ ・ケア構想 を最初に提起 したのは周知の東京都社会福祉審議会の答申 「東京
都 におけるコミュニティ ・ケアの進展について」(1969)であるが,2年 後の
中央社会福祉審議会の答申 厂コミュニティ形成 と社会福祉」 という2つ の答
申1°)を通 じて,施 設福祉 を在宅福祉 を中心 どするコ ミュニテ ィ ・ケアに 「対
置」するという概念構成か ら後者が前者を 「包摂」するという概念へ と展開し
て くるのである。
丁度 この時期 はオ イルショック以前で,ま た社会福祉施設の量的整備 に力点
が置かれていたのであるが,こ の時期 にそれ までの社会福祉サ直ビスのあ り方,
つまり施設中心主義 ・施設収容保護 というあり方に対 して批判 ・反省の目が向
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け られ て いたので あ る11)。この ことは地域福祉 という概念 が単 に社会福 祉費抑
制 の動 きか らの み生 じて きた ので はない とい うこ とを示 してい る とい える。 さ
らに注意 してお くべ き点 は,後 者 の答 申で は施 設中心主義 を批判 しつつ も 「対
象別,ニ ー ド別 にみ るとき,収 容保護 が絶対 的 に不足 し,収 容施設 にお いて処
遇 され る人 々が居宅 に放置 され てい るよ うな状 態で,コ ミュニ テ ィ ・ケ アの進
展 を期 す る こ とはで きない。 …… 収容施 設 の拡充 ・整備 と並行 して コ ミュニ
テ ィ ・ケ ア の施 策 の発 展 を はか る こ とが 必 要」12)であ る と して,コ ミュニ テ
ィ ・ケア の健 全 な発展 のため には施設 の量 的な整備 が不可 欠で ある とい う点 を
重視 して い るので あ る。
ところで コ ミュニテ ィ ・ケア とか地 域福祉 とい う表現 を用い て きたが,こ こ
で両者 の 関係 を含 め簡単 に整 理 してお くことにす る。
まず上 記 した よ うにコミュニ テ ィ ・ケアの概念 が在宅福祉 に加 えて施 設福祉
に も包摂 す る ものであ ることは,今 日特 に異論 はな い もの と思われ る。例 えば
英 国 にお いて1988年のロイ ・グ リフ ィス卿 に よるコ ミュニ テ ィ ・ケア に関す
る報 告書"CommunityCare:AgendaforAction"13)を受 けて出 された政府 の
白書"CaringforPeopleCommunityCareintheNextDecadeand
Beyond"(1989)の第2章 におい てコ ミュニ テ ィ ・ケ アについての包括 的な説
明が な され てい る。 「コ ミュニ テ ィ ・ケア とは人 が出来 る限 りの自立 を成 し遂
げ,自 らの生 活 を自 らが管理 す る ことが可能 とな るよう適切 な援助 の介入 ある
い は支援 を提供 してい くこと」 とし,① 在宅 での援助 →② レスパ イ ト・ケア14)
(respitcare)やデイ ・ケ アの利用 で① を補 強→③ よ りケアの必要 な人 へ のケ
ア付 き住 宅(shelteredhousing),グルー プ ・ホーム,ホ ステル(hostel)→
④ 入 所 の 形 態 を とる入所 施 設,ナ ー シ ング ・ホー ム,長 期 入院 に よるケ ア
(long-stayhospitalcare)とい うよ うに要援 護者 の福 祉 サー ビスを必 要 とす
る程度 に よって一連 のサー ビス構 成要素 を示 してい る15)。そ して入所形 態 を と
るケアが必 要な人 に とって はそういったサー ビスが 「積極 的な選択 のひ とつ と
な るべ きであ る」16)として いるので ある。
っ ぎに コ ミュニ テ ィ ・ケア と地域福 祉 との関係 であ るが,岡 本重夫氏 の整 理




ィ ・ケア とは各種の在宅サー ビスや施設ケアを含み,要 援護者 に対する地域的
で個別的,直 接的な保護的ケアサー ビスをさしているが,真 に要援護者の生活
を援助するなら③ の予防的社会福祉 の内容 をなす社会保障,労 働,住 宅,保
健 ・医療,教 育等の各種のサービスとの有機的連携が不可欠である。そこでよ
り効果的なコミュニティ ・ケアを実践するためには,そ の前提条件 として,個
人が権利意識 を持ちつつ地域社会において自主的に生活要求 に応ずる協同的活
動 を行うような地域社会にするためにその構造に働 きかける活動が必要であ り,
また上記のように他の関連施策や地域社会資源 との調整や新 しいサービスの創
出が必要であるが,こ うした点 を含 めた①地域組織化活動が必要であるとされ
ている。
ここではとりあえず地域福祉 という場合 コミュニティ ・ケアの概念を含むも
のであることをおさえてお く18)。なおこうした岡村氏の社会関係論 を中心にし
た理論体系には一定の評価が よせ られている反面,そ れを 「更 に主体の社会的





先 ほどコ ミュニティ ・ケアあるいは地域福祉の概念が社会福祉全体 の動向に
一定の影響力を持つ ようになってきたことを確認 したが,そ うした流れが社会
福祉施設においては1970年代中頃 より 「施設の社会化」2°)という観点か ら問題
となって くるのである。
「施設の社会化」 を促進させて きた力 としてよく挙 げられるのは①従来の収
容施設の隔離 ・保護 という 「閉ざされた状況」を拒否 しはじめた施設の利用者






































資料 野 口定久 「老人ホームにおける施設社会化の実践枠組 とその展開」
『社会老年学』13号,1980年,p.51
(出所)小 笠原慶彰 「住民の共同利用施設」右田紀久恵 ・定藤丈弘編 『地域福
祉講座③』中央法規出版,1986,p.151より。
資源 としての社会福祉施設 を自らにひきつけて感 じはじめた地域住民 ④ 「コ
ミュニティ」志向をはじめた行政 というものである21)。
またその内容 は表2「 施設社会化の実践枠組み」が示すようなものである。
この表の1及 び1'の 範疇 は 厂処遇の社会化」,IIは「機能の社会化」,IIIは
「運営の社会化」 施設運営への参加 というような分類が可能か と思われ
るが,も う1点 「問題の社会化」 という範疇,す なわち 「施設問題 は大部分が
施設利 用者 や個 人の問題 ではな く,そ の社会背景において国民の課題であ
る」22)とい う点が 「施設の社会化」の内容 には含 まれているといえる。
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ところで確かに上記 したように 「施設の社会化」の促進要因,あ るいは 「施
設の社会化」の内容を分類することはできるが,果 たしてそれらを一様に同次
元で扱ってよいものであろうか。以下著者なりに3つ の次元(レ ベル)に 分 け
てこれ らの諸側面を整理 してみることにする。それは時間的経過による区分 と
いうよりも,社会福祉施設が地域福祉的な展開するうえでの理論的な順序 とも






抬頭,コ ミュニティ形成の必要性,そ してコミュニティ ・ケアの思想等の系 と
して生 じて きたといえる。そして社会福祉施設に一定の影響 を及ぼすのである
が,ま ず第1の レベル として 厂生活の社会化」の視点の再認識 という側面があ
げられる。
資本主義社会 における社会福祉成立の必然性は,資 本主義社会での社会問題
の必然性 と生活の社会化の進展の歴史的必然性 という2つ の必然性によってい
る23)。まず社会問題の産出には資本主義の経済法則か ら必然的に生み出される
という側面 と支配階級による被支配階級への政策(支 配 ・搾取 ・収奪を行 うと
いう点で貫徹 している)か らも必然的に生み出されるという側面 とがある。こ
の社会問題の存在が社会福祉の成立の必然的要素のひ とつであるが,も うひ と
つ重要なのが生活の社会化の必然性である。資本主義社会 は,商 品経済を普及
させ,生 産の社会化に照応 した生活の社会的分業への依存 を広げる。この商品
経済の浸透 は旧共同体 を解体 させてい く過程でもある。 それ故旧共同体内で果
たされていた生活機能の諸側面 も同時に解体 され,住 民の生活 は社会的依存を
強めてい くことになる。その社会的依存状態に対応するもののひとつは資本主






社会福祉施設 と関連の深い扶養の問題 を考えれば,高 度経済成長期以降の都市
化 ・工業化の進展に伴 う家族機能の変容 は,そ れまで家族内で対応 してきた育
児や老人扶養 の問題 を社会問題 として顕在化 させて きた。 このような扶養 ・ケ
アに対応す る対人福祉サービス(五 法関係)と いうものは,「私的扶養」の限
界性 を 「社会的な扶養のシステム」で補 うことを意味 していると解せられる。
このような生活の社会化(こ の場合特 に家事労働の社会化)に 対応する方策の
ひとつ として社会福祉施設 は存在するのである。従って本来的には国民生活,
地域住民の生活に密着 したものであるはずの社会福祉(施 設)が,現 実には一
部特定の要援護者 との利用関係だけで完結 して しまっている。そこで上記 した
ような生活問題の顕在化やコミュニティ ・ケアの思想の普及に伴い,こ うした
状態の改善の必要性が要援護者や地域住民にとって極 めて身近な問題 として受
け止められるようになってきた と考えられる。施設の社会化 との関連では 「問
題の社会化」 に照応す る側面であるといえる。
社会福祉施設 と地域福祉の関係 を考えるとき,「施設機能 の社会化」や地域
福祉の拠点 として在宅福祉サービスの一端を担 うことへの期待がクローズア ッ
プされが ちであり,こ うした視点が看過 されがちであるだけに 「施設の社会
化」 とい う場合まず は生活の社会化の脈絡のなかで捉えることが必要であると
いえる。
(2)従来の社会福祉への批判
次 に第2の レベル として施設処遇 も含めてそれまでの社会福祉の援助のあり
方,行 政機構のあり方に対する批判,反 省 という側面があるといえる。
我が国の社会福祉 の基本的枠組みは終戦間 もない時期 に確立 したものである
が,そ れを維持 しなが ら前記 したような性質を有 したまま発展 してきたわけで
ある25)。ここで問題 となるのは26)①社会福祉は国の責任 として中央集権的ない
しは機関委任事務 として運営され,全 国的に統一 された基準によって画一・的に 、




って問題 を予防することができない。また行政の側か ら受給要件に基づ く対象
者の選択が行われ,対 象者の側からのサービスの選択や早期 に利用することは
許されず,対 象者の参加 と問題解決を不可能にするような状態にあったこと。
③対象者 は特定条件を持つ小数者であって,国 民の大多数 とは無関係な存在で








そして第3の レベル としての地域福祉の拠点 としての位置づけが求められて
くる。これは従来の社会福祉施設の利用施設化や地域福祉サービスの造出,ケ





的 保 護(custodialcare),緊急 ・v..(asylum),恥辱(stigma),遺棄
(desertion)というような援助 ・処遇の性格に対 する批判 の意味があったの
である。 また施設中心主義の中にはいくらその供給力を増大 しても依然 として
膨大な在宅での要援護者が放置 される仕組みが内包されているといえる。それ
故 この時期(1970年前後)は 社会福祉施設の急増期 であるにもかかわ らず,
施設は 「相対的地位の低下」を招 きはじめたのである。そして 「受ける批判 と




特にこの側面,つ ま り施設がその社会化 の脈絡の中で,地域福祉の体系の中
に位置づけられ,在 宅福祉サービス等 に関する一定の役割 を持つ必要があると
する考え方の背後には,低経済成長下での地域福祉がいわゆる 「福祉見直 し」
の方向 と結びついて展開され,「政策主体に とって は施設の社会化 は在宅福祉
施策の不備 を既存施設の設備,機 能 を活用 して代替 させようとする意図のもと
で採用された」28)とされる見解を踏 まえてお く必要もある。
このように社会福祉施設にとって 「施設の社会化」が課題 となるには3つ の
次元 に分 けて捉えてみる必要がある。そしてこうした状況で,す べての施設 に
とっての 「一般的実践課題」 となって きたのが 「施設 の社会化」であったとい
える。 しかしそれが単に個別施設の実践課題 のみでないことはいうまでもない
ことである。そして今 日第3の レベル〉第2の レベル〉第1の レベル というよ
うな関心 の寄せられ方であるといえるが,む しろ地域福祉の充実のためには第
1のレベ ル〉第2の レベル〉第3の レベルの順 に捉えなおし,そ こでの諸課題
の対応 に充分な政策的配慮 が必要であると考 えられる。そして 「施設の社会




序 を 「施設の社会化」に焦点をあてて考察 してみたが,こ こではその枠組みを











ということを目的 とするものを除けば,厂これ までの社会福祉施設の大部分 は
広域サービス圏の思想,そ の裏にある専門分類主義,ま たは施設配置 と措置圏
を分離して考 えることによって構想されて きたので,社 会福祉施設,と りわけ
第1種 的施設 は住民の日常生活における一般的利用を潜在的にも予定 してこな
か った」29)のである。つまり 厂施設利用権 と措置権 の関係は利用者側の居住地
に基づ くとはいって も,そ の利用すべき施設がその居住地にある必要」 はなく,
それ は 厂全国的規模 の措置圏の中で地域性を越 えて機能することがで きる」た
めに,ひ とつは 「施設利用者か ら所与の地域性 を喪失すること」,第2に 「施
設の提出するサービスの地域 における存在理由の脆弱化」 という問題を生 じさ
せてきたのである3°)。
それ故地域住民の生活 に社会福祉施設が密着 したものとなるためには,ま ず
社会福祉施設が 「地域性」 を伴うことが必要である。そのためには地域社会 の
実情に即 した社会福祉施設の 厂計画的整備 と適正配置が重要な課題」であ り,
また同時に 「地域住民の福祉要求に対応 した施設処遇,施 設利用条件の質的内
容が問われなければならない」31)とい うような点が重要課題 として挙げられ る
(後者の点 については措置制度 を中心に後述する)。
また地域住民の側の問題 としてこれまで 「施設の社会化」に照応 して 「地域
社会の社会化」の必要性が説かれてきたが,そ の意味するところは主に施設 に
対する無理解や回避的態度の克服 にあるといえる。 しかしそのように社会福祉
施設 との現象的な問題 についての修復 も大切であるものの,も う少 し掘 り下げ
た認識が必要であるといえる。つまりそれは社会福祉の対象 とする生活問題 は
社会問題の一形態であ り,地域住民に共通の生活問題であるという認識,ま た
社会福祉(施 設)と いうものは地域住民の生活の社会化 に対応する社会的方策
施策 の一環であり,本来住民生活 に密着 したものであらねばならないとい う認
識であり,このような認識 を土台 に施設利用者やその関係者,地 域住民を巻 き
込み,上 記の諸課題 に対応 してい くような 「地域組織化活動」が展開されてい
かなければならない と考 える。先の岡村氏のいう 「地域組織化活動」にこうし
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た内容 のものが含 まれているか否か ということ1よ重要な問題であるといえる。
(2)従来の社会福祉への批判の視点か ら
① 社会福祉施設が 「地域性」 をもつためには,上記の点に加えてさらにそ
れ を可能 とするような社会福祉行政機構の変革 も必要である。「施設の社会
化」が課 題 にな り始 めた時期 と今 日とで は一定 の変化がみ られる。 まずは
1986年の 「機関委任事務整理合理化法」によって措置費等の福祉補助金の削
減措置に伴い,施 設入所措置が機関委任事務か ら団体委任事務 に変更され,ま
た社会福祉法人設立認可等の権限 も厚生大臣か ら都道府県知事 に委譲されるこ
とになった。
かねてか ら機関委任事務に伴 う中央集権的性格,全 国で統一 された画一的側
面,生 活保護法 との関連等から救貧的な性格等が問題 とされていたため,団体
委任事務化 は地方分権化を進めるものであ り,以前に比 してより地域性を考慮
した福祉サー ビスの展開が期待 されるとの評価 もあった。しか し実際には厚生
省が指導する施設入所基準,費 用徴収基準,施 設最低基準等に基づ く運営が結
果的にお しつけられるなど 厂現実の自治体行政の処理において国の政策的判断
にもとつ く低水準の行政基準が 『政令』の制定や行政指導などによって自治体
におしつ けられ結局 は新 しい機関委任事務の創出になっている」32)との側面の
方が強いように見受けられる。
また1990年6月には,住 民に最 も身近 な市町村で在宅サー ビス と施設サー
ビス とを一元的かつ計画的,総 合的に提供で きる体制の確立を趣 旨とする 「福
祉関係八法」の改正が行われた。 これ によ り 「地域福祉」 という場合 の 厂地
域」が住民に最 も密着 した基礎的な地方公共団体 としての 「市町村」 というこ




また地域 の福祉需要に応 じて在宅サービス と施設サー ビスを一元的かつ総合的
に扱える契機 となるというような点などを考えると評価できるが,ま だ多 くの
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置」の問題 を回避するのであれぼ,こ うした改正や改正の趣旨は画餅 に帰する
ことになるといえる。
また中央か ら地方への権利委譲には同時 に国 ・中央政府による財源措置 を伴
うものでなければ,国 の負担 を地方に転嫁するだけのことでしかな く,ひいて
は地域間による福祉サービスに格差を生 じさせたり,矮小化 された民間委託33)
や民間活力の導入 につなが るなど,ナ ショナル ・ミニマムの保障さえ成 し遂げ
られないことになる。「生活保護のような所得保障がなぜ国家 の責任になるか
については 『貨幣的ニー ド』であるからでない。国家以外 に公権力によって所
得の社会的再分配 を組織 し,費用 を社会的に調達する組織が存在 しないか ら」
である。従ってコミュニテ ィ・ケアに要する財源の調達についても中央政府に
基本的責任が あるということを踏 まえたうえで,地 方分権化や地方自治につい
ては今後の動向を見据 えてい く必要がある34)。
② 次に福祉行政の機構上重要な制度である措置制度 について検討してみる。
これ まで地域福祉の枠組み においてはこの制度はネガティブに捉 えられること
の方が強い。 それ はこの制度が戦後の混乱期 に確立 したものであ り,緊急避難
的ニーズへの対応が中心であったこと,また 「措置権者 の一方的で,し かも受
益者のニーズに即 した自由な通所,入 所施設の選択権がな く,そのニーズに即
す る最適サービスの給付 とはいえなかった」35)というような評価 によるもので
ある。特 に施設への入所 は請求権に基づ くものではなく,公的機関の措置義務
か ら派生する 「反射的利益」であるとする行政解釈,ま た現実に上記の指摘の
ように施設を選択する権利が行政の裁量の もとにあり,自由な施設の選択利用
ができていないという問題が ここでは重要である。
まず今日措置制度 をめ ぐる批判や改革 の動 きに対 して,改 めてその意義が
「この制度 は社会福祉 に対 する国家責任の具体的表現である」 とす る観点から




そこで ここで問題 にしたいのは施設入所の選択権についてであるが,こ の権
利が認め られていない措置制度はあたか も 「時代遅れ」であり,今 日の地域福
祉の流れに適 さない というような評価についてである。しか し社会福祉施設へ
の入所措置が利用者側(申 請者)の 意に反 して行 うことので きない 厂相手側の
協力 ・同意を要する行政行為」であって,精 神障害者 に対する強制入院 とは性
質の違 うものであること,ま た施設選択権が憲法の保障する思想の自由(19
条),信教 の自由(2条),居 住移転の自由(20条),また権利 としての社会福
祉 といった観点からすると当然承認されるべきものであることが確認 されてい
る38)。




である。従 ってこのような状況整備を不問のまま,制度そのものを改正 した と
ころで,ま た営利部門を導入 し 「主体的選択利用」なるスマー トな表現を用い
たところで,社 会福祉施設の利用をめぐる地域福祉の問題 は何等解決されえな
いといえる。
③ 社会福祉施設の隔離 ・収容保護や閉鎖的運営についてであるが,こ こで
の鍵概念 は 「住民参加」である。参加 とは,第1に これ までの福祉サービスが
専門家 に依存す る傾向にあり,福祉問題 に対す る一般 の人々の無関心,愛 他
心 ・利他主義等の減退 といったマイナスの側面がみいだせ ることか ら,非専門
家である人々一 地域住民 一 も福祉サービスの提供 に積極的に加わること(参
加すること)が重要であるという意味 と,さ らに第2に 社会福祉における政策
決定 まで参加するという意味をも含むものなのである39)。
注意を要する点 は住民参加がインフォーマルなケアを提供するという意味だ
けではないということである。例 えば先の措置制度 との関連では,そ の制度を






















(出所)高 沢 武司 『社会福 祉 のマ クロと ミクロ
の間』川 島書店,1985,P222より。
営を 「社会化」 して民主化 を促進させ るという意味から,施設運営への地域住
民の参加が とりざたされてきた。その場合住民参加が施設運営のいかなるレベ
ルで機能するのかが問題 となる。例えば表3の 「参加の位階」に従 えば,(7)の
権限委譲や(8)の市民 自主管理のレベルにまで達すれば,そ の価値 ・意義 は参加
の強さより 「その参加 の実質である産出効果の有効性によって判断されるべ き
ものであって,住 民がその実力を獲得 した段階での 『施設の社会化』 はもはや
個別施設の実践の域 を超 えた問題 となる」4°)というような課題が指摘 されてい
る。
ここでいう 「産出効果の有効性」 とは住民参加が社会福祉の 「民主化」に密
椄 に関連 しているということに関わっているのではないか といえる。つまりそ
れは先に述べた施設の適正配置や措置制度における権利性の問題等が政策主体
に依拠 したままでは逆の方向へと進んでいる今 日,地域住民の施設運営への参




政 と民間施設 との 厂対等な契約関係」に基づ くものにする必要があり,それを




また こうした側面では個別施設の問題 というよりは,そ の地域内での,あ る
いは施設相互の連携が必要になって くるといえる。
(3)堆域福祉の拠点 としての視点から
今 日社会福祉施設がその社会化,機 能の地域開放の流れの中でショー ト・ス
テイやデイ ・ケア事業等による利用施設化をすすめる必要があることやそうし
た点 を含めて地域福祉の拠点 としての役割を担 うべ きであることについては一
定の合意が形成されているし,その方向での様々な模索が行われている。先に
もみたよう1ご1970年代 を通 じて社会福祉施設 は 「受 ける批判 と復権の基準を
コミュニティ ・ケアに見出さざるを得なくなって きた」のである。
しか しその前提 として,ま ず社会福祉施設 としての最重要課題は人権意識の
高揚やノーマライゼーションの理念に基づいて,施 設での利用者の処遇や施設
生活 を社会化させてい き,生活の質を向上 させていくことである。 このことは
利用者の権利 としての 「健康で文化的な生活」を保障する立場にある社会福祉
施設 にとっては当然取 り組むべき課題であるし,そ うすることは社会的な義務
でもあるといえる42)。施設利用者の地域社会での当た り前の生活 を保障してい
くことで,施 設やその利用者の地域性の喪失 という問題 に対して一定の改善が
図られるであろうし,精神薄弱者施設等ではそうした取組みが必然的にグルー








対策を考 えねばな らない。そして施設 は特に 「施設機能の社会化」の観点から,
これ らの在宅者へのサービスの担い手 として,デ イ ・ケア等の様々な対応が期
待されているのであるが,果 たしてどれほどまでの対象者をカバーし得 るので


















国 名 調査年 実 数 人口1万人当たり
ス ウ ェ ー デ ン 1976 73,663 89.4
オ ラ ン ダ 1974 72,786 53.5
イ ギ リ ス
(イングラ ン ド) 1976 43,892 9.5
デ ン マ ー ク 1976 16,177 31.9
ア メ リ カ 1976 81,730 3.8
日 本 1976 12,120 1.1
(資料)二 木立 「障害者福祉,リ ハビリテーショ
ンの国際動向」『障害者問題研究』22号,
1980年5月,36ページより。
(出所)井 岡勉 「地域福祉 における問題傾向」孝
橋正一編著 『現代社会福祉政策論』 ミネ
ルヴァ書房,1982,P208より。
10万人 にするとのことである。他 にも在宅 ・施設サービスの量的確保 を図 る
ための目標が掲げられており,国庫負担を含 めた総事業費は6兆 円の規模(過
去10年間の約3倍)が 見込まれているが,こ の実現のためにはマンパワー対
策を含めかなりの国 ・地方 自治体 の努力が必要である。
次に枚方市の特別養護老人ホームがデイサー ビス事業を併設 し,施設が地域
福祉の拠点的な活動 をしている実践例をみてみることにする47)。まずその問題
認識 は社会福祉施設が 「入所者の処遇の範囲にとどまらず,現 におのおのが実
施 ししている地域交流の範囲か ら一歩踏み出す ことで,つ まり在宅福祉を施設
機能の一部 として捉え,近 隣のニー ドを充足すべ く積極的にサービス機能 を供








課,保 健予防課,保 健所,社 協か ら担当者が参加 して 「枚方市老人ケア合同連
絡協議会 ・ケース検討会議」が月1回行われ,各 機関 との連携 を保ちながら,
在宅老人 への対応が図られている。 このセ,ンターのサービス内容は併設の特養
の職員,機 能 を活用して16種にまで至っているが,こ うした活動の運営財源
は国の補助金4割,市 の単独補助5割,利 用者 の負担1割 でまかなわれている。
今後 は 「公的補助 をベースに,独 自の財源確保,ボ ランティア制度 を作 り,低
コス トで多機能の供給システムを形成す ること」 を課題 としている。
こうした民間施設の先駆的な活動には鋭い問題認識や情熱が必要であると同
時に財源 の問題が重要である。 この例の場合は,既 存施設がデイセンターを併
設しそれに直接的 ・間接的に関わ るというものであるが,施 設が通常の施設運
営の枠の中で在宅サービスを展開するにはかな りの負担 を伴 う。それは現行の
措置費制度が入所者処遇のための費用であり,しか もそれが非常に低い水準に
おさえられているからである。それ故地域 ・在宅福祉サービスの展開というこ
とになれ ば,そ の財源確保の公的な保障が充実 していかなければならない。確
かに上記 の例のように,個別施設の実践課題 として先駆的 ・主体的に取 り組む
べき側面 も重要であるものの,今 日のように社会福祉施設を含めた地域社会資





要 に対応 しきれ るものではないか らである。
むすびにかえて
以上3っ の視点から社会福祉施設 と地域福祉 との関係における諸課題につい
て,批 判的に検討 してきた。その意図は,本来地域福祉の充実のためには,こ
れまで以上 に社会福祉における公的責任,特 に公的な財源的裏づけが必要 とな





ればならない。 また社会福祉施設 はそうした活動 の一端を担うべきであると考
えられる。
最後 に社会福祉施設 と在宅福祉についてであるが,施 設への入所の理由は基
本的には,地域での,あ るいは,家庭での生活に多 くの困難を伴 うというとこ
ろにある。それは単 に 厂施設中心主義」 という考 え方が支配的であったためだ
けではない。従ってそのような要援護者に地域社会の中で,在 宅でサービスを
提供 しようとすれぼ,確 かに比較的スムーズに地域社会での生活が可能な層 も
いるが,大 部分 は施設以上の強力な各種施策の連携に基づ く支援体制が必要 と
なる。そうした整備が不充分なまま理念のみ先行 した 「地域福祉」の推進は,
結局の ところ家族 による私的扶養 を強いることになるのである。先にみた英国
のコミュニティ ・ケアに関する白書の示すように,在宅サービスか ら入所型の






「戦後社会福祉の展開 と福祉改革問題」中村優一編 『社会福祉サービスの理論 と体系
































































たということを裏づけているともいえる。秋山智久 「施設の社会化 とは何か一 その概
念 ・歴史 ・発展段階一」『社会福祉研究』第35号,1978参照。
21)同上,秋 山 「施設の社会化 とは何か」参照。
22)向上,秋山,P41。
























31)井岡勉 「地域福祉 と施設の社会化」右田紀久恵 ・井岡勉 『地域福祉一 今問われてい
るもの』 ミネルヴァ書房,1984,P193～194。尚,江 口英一編著 『生活分析から福祉
へ一 社会福祉の生活理論』光生館,1987においては施設の有する保護機能 と生活共同
化機能を中心に,こ の点について論じられている(P155-158)。





















えよう。現状では… 一方的 ・予算的金額 としての措置費が利用者の福祉を保障するに
至っていないことは周知の事実である。 …受託主体からも契約原理を前提 とした正当
な対価を求めるべきであろうし,利用者の側からもその権利性に照応した正当な対価を














47)三上了道 「特別養護老人ホームタイプ」松原一郎 ・上野谷加代子 ・高田真治編 『社会
的ケアシステム』全社協,...以 下同報告文参照。
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